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茅ヶ崎市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例等の一部を改正す

る条例について

1 提案の理由

職員の期末手当及び勤勉手当の額の改定に鑑み、議員及び特別職の職員の期末手当並

びに短時間勤務会計年度任用職員の期末手当及び勤勉手当の額を改定するため提案する

゜
2 根拠法規

(1) 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 20 3条第4項、第 20 3条の 2第 5項

及び第 20 4条第 3項

(2) 地方公務員法（昭和 25年法律第 26 1号）第 24条第 5項

3 条例の概要

(1) 茅ヶ崎市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例関係

議員等の期末手当のうち 12月に支給する場合におけるものの額に係る支給割合に

ついて、 2. 3 7 5月分に引き上げることとした。 （第 3条関係）

(2) 茅ヶ崎市特別職の職員の給与等に関する条例関係

特別職の職員の期末手当の額に係る支給割合について、市長にあっては 1. 8月分

に、副市長、教育長及び病院事業管理者にあっては 1. 8 5月分に引き上げること

とした。 （第4条関係）

(3)茅ヶ崎市会計年度任用職員の報酬等に関する条例関係

ア 短時間勤務会計年度任用職員の期末手当の額に係る支給割合について、 1. 2 

7 5月分に引き上げることとした。 （第 16条関係）

イ 短時間勤務会計年度任用職員の勤勉手当の額に係る支給割合について、 1. 0 

7 5月分に引き上げることとした。 （第 17条関係）

(4) この条例は、公布の日から施行することとした。
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茅ヶ崎市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例等の一部を改正する条例新旧対照表

改 正 後 改 正 前

（茅ヶ崎市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正）

（期末手当） . . I （期末手当）
第3条略 第3条略

2 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前項 I2 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前項
後段に規定する者にあっては、辞職、死亡等によ

りその職を離れた日現在）において前項に規定す

る者が受けるべき議員報酬月額及び議員報酬月額

に100分の20を乗じて得た額の合計額に、 6

月に支給する場合においては10 0分の21 5、

1 2月に支給する場合においては100分の23 

7. 5を乗じて得た額に、基準日以前6箇月以内

の期間におけるその者の在職期間の区分に応じて

、一般職の職員の例による割合を乗じて得た額と

する。

3 略

4 略

後段に規定する者にあっては、辞職、死亡等によ

りその職を離れた日現在）において前項に規定す

る者が受けるべき議員報酬月額及び議員報酬月額

に100分の20を乗じて得た額の合計額に、 6

月に支給する場合においては100分の21 5、

1 2月に支給する場合においては100分の23

旦一ーを乗じて得た額に、基準日以前6箇月以内

の期間におけるその者の在職期間の区分に応じて

、一般職の職員の例による割合を乗じて得た額と

する。

3 略

4 略

（茅ヶ崎市特別職の職員の給与等に関する条例の一部改正）

（期末手当等） I (期末手当等）
第4条略 第4条略

2 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前項 I2 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前項
後段に規定する者にあっては、退職、死亡等によ

りその職を離れた日現在）において市長等が受け

るべき給料月額及びこれに対する地域手当の月額

の合計額に100分の 120を乗じて得た額に次

の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める割合

を乗じて得た額に、基準日以前6箇月以内の期間

におけるその者の在職期間の区分に応じて、茅ヶ

崎市職員給与条例（昭和26年茅ヶ崎市条例第7

4号）第27条第2項各号に規定する割合を乗じ

て得た額とする。

(1)市長 100分の180

(2)副市長、教育長及び病院事業管理者 100 

公の185

3 略

4 略

後段に規定する者にあっては、退職、死亡等によ

りその職を離れた日現在）において市長等が受け

るべき給料月額及びこれに対する地域手当の月額

の合計額に 10 0分の 12 0を乗じて得た額に次

の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める割合

を乗じて得た額に、基準日以前6箇月以内の期間

におけるその者の在職期間の区分に応じて、茅ヶ

崎市職員給与条例（昭和26年茅ヶ崎市条例第7

4号）第27条第2項各号に規定する割合を乗じ

て得た額とする。

(1)市長 100分の17 7. 5 

(2)副市長、教育長及び病院事業管理者 100 

立の18 2. 5 

3 略

4 略
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（茅ヶ崎市会計年度任用職員の報酬等に関する条例の一部改正）

（期末手当） I （期末手当）

第16条略 第16条略

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に 100分の 2 期末手当の額は、期末手当基礎額に 10 0分の

1 2 7. 5を乗じて得た額に、基準日以前6箇月 1 2 5 を乗じて得た額に、基準日以前6箇月

以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗

じて得た額とする。

(1) (1) 

l 略 l 略

(4) (4) 

3 3 

略 l 略

5 5 

（勤勉手当）

以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗

じて得た額とする。

（勤勉手当）

第17条略 第17条略

2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定 2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定

める割合を乗じて得た額とする。この場合におい

て、勤勉手当の額の総額は、会訃年度任用職員の

勤勉手当基礎額に10 0分の 10 7. 5を乗じて

得た額の総額を超えてはならない。

める割合を乗じて得た額とする。この場合におい

て、勤勉手当の額の総額は、会計年度任用職員の

勤勉手当基礎額に 100分の 10 5 を乗じて

得た額の総額を超えてはならない。

3
 

3
 

略 略

5
 

5
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茅ヶ崎市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例等の一部を改正する条例参照条

文

0地方自治法

第二百三条 普通地方公共団体は、その議会の議員に対し、議員報酬を支給しなければならない。

② 普通地方公共団体の議会の議員は、職務を行うため要する費用の弁償を受けることができる。

⑲普通地方公共団体は、条例で、その議会の議 に対し、期末手当を支給することができる。

辺議員報酬、費用弁償及び期末手当の額並びにその支給方法は、条例でこれを定めなければならない

旦＿

第二百三条の二 普通地方公共団体は、その委員会の非常勤の委員、非常勤の監査委員、自治紛争

処理委員、審査会、審議会及び調査会等の委員その他の構成員、専門委員、監査専門委員、投票

管理者、開票管理者、選挙長、投票立会人、開票立会人及び選挙立会人その他普通地方公共団体

の非常勤の職員（短時間勤務職員及び地方公務員法第二十二条の二第一項第二号に掲げる職員を

除く。）に対し、報酬を支給しなければならない。

② 前項の者に対する報酬は、その勤務日数に応じてこれを支給する。ただし、条例で特別の定め

をした場合は、この限りでない。

③ 第一項の者は、職務を行うため要する費用の弁償を受けることができる。

⑩普通地方公共団体は、条例で、 一項の者のうち地方公務 法第二十二条のニ ー項 一号に

掲げる職-に対し、期末手当又は勤勉手当を支給することができる。

R 報酬、費用弁償、期末手当及び勤勉手当の額並びにその支給方法は、条例でこれを定めなけれ
ばならない。

第二百四条 普通地方公共団体は、普通地方公共団体の長及びその補助機関たる常勤の職員、委員会の

常勤の委員（教育委員会にあっては、教育長）、常勤の監査委員、議会の事務局長又は書記長、書記

その他の常勤の職員、委員会の事務局長若しくは書記長、委員の事務局長又は委員会若しくは委員の

事務を補助する書記その他の常勤の職員その他普通地方公共団体の常勤の職員並びに短時間勤務職員

及び地方公務員法第二十二条の二第一項第二号に掲げる職員に対し、給料及び旅費を支給しなければ

ならない。

盈普通地方公共団体は、条例で、前項の者に対し、扶養手当 地域手当、主居手当、初壬給調整手当

、通 手当、単身赴任手当、在宅勤務等手当、特殊勤務手当、特地勤務手当（これに準ずる手当を＾

む。）、へき地手当（これに準ずる手当を含む。）、時間外勤務手当、宿日直手当、管理職ー特別勤

務手当、夜間勤務手当、休日勤務手当、紐理職手当、期末手当、勤勉手当、寒冷地手当、 期付研究

業績手当、 務教育等教員特別手当 定時制通信教育手当、産業教育手当、農林漁業普及指導手当

、災害派遣手当（武力攻撃災害等派遣手当及び特定新型インフルエンザ等対策派遣手当を＾む ）又

は退職手当を支給することができる。

盈給料、手当及び旅費の 並びにその支給方法は、条例でこれを定めなければならない。

0地方公務員法

（会計年度任用職員の採用の方法等）

第二十二条の二 次に掲げる職 （以下この条において「会計年度壬用職員」という。）の採用は

、第十七条の二第一項及び第二項の規定にかかわらず、競争試験又は選考によるものとする。

ニ ー会計年度を超えない範囲内で置かれる非常勤の職（ 二十二条の四第一項に規定する短時
間勤務の職を除く。） （次号において「会計年度壬用の職」という。）を占める職 であって

、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通

常の勤務時間に比し短い時間であるもの

二 会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を

要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間と同一の時間であるもの

2 会計年度任用職員の任期は、その採用の日から同日の属する会計年度の末日までの期間の範囲

内で任命権者が定める。
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3 任命権者は、前二項の規定により会計年度任用職員を採用する場合には、当該会計年度任用職

員にその任期を明示しなければならない。

4 任命権者は、会計年度任用職員の任期が第二項に規定する期間に満たない場合には、当該会計

年度任用職員の勤務実績を考慮した上で、当該期間の範囲内において、その任期を更新すること

ができる。

5 第三項の規定は、前項の規定により任期を更新する場合について準用する。

6 任命権者は、会計年度任用職員の採用又は任期の更新に当たっては、職務の遂行に必要かつ十

分な任期を定めるものとし、必要以上に短い任期を定めることにより、採用又は任期の更新を反

復して行うことのないよう配慮しなければならない。

7 会計年度任用職員に対する前条の規定の適用については、同条中「六月」とあるのは、 「一月

」とする。

（給与、勤務時間その他の勤務条件の根本基準）

第二十四条 職員の給与は、その職務と責任に応ずるものでなければならない。

2 職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与そ

の他の事情を考慮して定められなければならない。

3 職員は、他の職員の職を兼ねる場合においても、これに対して給与を受けてはならない。

4 職員の勤務時間その他職員の給与以外の勤務条件を定めるに当つては、国及び他の地方公共団

体の職員との間に権衡を失しないように適当な考慮が払われなければならない。

5 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。

0茅ヶ崎市職員給与条例（茅ヶ崎市職員給与条例及び茅ヶ崎市一般職の任期付職員の採

用等に関する条例の一部を改正する条例（令和 7年茅ヶ崎市条例第 号）第 1条の

規定による改正前のもの）

（期末手当）

第 27条 期末手当は、 6月 1日及び 12月 1日（以下この条から第 29条までにおいてこれらの

日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員（常時勤務的会計年度任用職員にあっては、

任期の定めが 6月以上のものに限る。以下この項において同じ。）に対して、それぞれ基準日の

属する月の規則で定める日（次条及び第29条においてこれらの日を「支給日」という。）に支

給する。これらの基準日前 1箇月以内に退職し、又は死亡した職員（第 34条第 8項の規定の適

用を受ける職員及び規則で定める職員を除く。）についても、同様とする。

呈期末手当の額は、期末手当基礎額に 10 0分の 12 5を乗じて得た額に、基準日以前6箇月以

内の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗

じて得た額とする。

3 

山 6箇月 1 0 0分の 10 0 

盟 5箇月以上6箇月未満 1 0 0分の 80 

早 3箇月以上 5箇月未満 1 0 0分の 60 
辺 3箇月未満 10 0分の 30 

｝略， 
0茅ヶ崎市会計年度任用職員の報酬等に関する条例

（趣旨）

第 1条 この条例は、地方公務員法（昭和 25年法律第 26 1号）第 24条第 5項の規定に基づき

、同法第 22条の 2第 1項第 1号に掲げる職員（以下「会計年度任用職員」という。）の報酬、

費用弁償、期末手当及び勤勉手当に関＿し必要な事項を定めるものとする，
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茅ヶ崎市会計年度任用職員の報酬等に関する条例施行規則の一部を改正する

規則について

1 提案の理由

職員の勤勉手当の額の改定に鑑み、短時間勤務会計年度任用職員の勤勉手当の額を改

定するため提案する。

2 根拠法規

茅ヶ崎市会計年度任用職員の報酬等に関する条例（令和元年茅ヶ崎市条例第 26号）

第 17条第 2項

3 規則の概要

(1) 短時間勤務会計年度任用職員の勤勉手当の額に係る支給割合について、勤務期間に

よる割合に 10 0分の 32 2. 5を超えない範囲内で任命権者が定める割合を乗じ

て得た割合に引き上げることとした。 （第 13条関係）

(2) この規則は、公布の日から施行することとした。
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茅ヶ崎市会計年度任用職員の報酬等に関する条例施行規則の一部を改正する規則新旧対照表

改 正 後 改 正 前

（勤勉手当の支給日等）

第13条略

（勤勉手当の支給日等）

第13条略

2 略 2 略

3 条例第17条第2項に規定する勤勉手当の支給 3 条例第17条第2項に規定する勤勉手当の支給

割合は、次項に規定する会計年度任用職員の勤務

期間による割合（同項において「期間率」という

。）に 10 0分の32 2. 5を超えない範囲内で

任命権者が定める割合を乗じて得た割合とする。

割合は、次項に規定する会計年度任用職員の勤務

期間による割合（同項において「期間率」という

。）に 100分の31 5 を超えない範囲内で

任命権者が定める割合を乗じて得た割合とする。

4 期間率は、基準日以前6箇月以内の期間におけ 14 期間率は、基準日以前6箇月以内の期間におけ

る会計年度任用職員の勤務期間の区分に応じて、

別表第3に定める割合とする。

5 略

る会計年度任用職員の勤務期間の区分に応じて、

別表第3に定める割合とする。

5 略
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口竺竺□三〕
茅ヶ崎市職員給与条例及び茅ヶ崎市一般職の任期付職員の採用等に関する条

例の一部を改正する条例について

1 提案の理由

人事院による国家公務員の給与に関する勧告に鑑み、職員の給料月額並びに期末手当

及び勤勉手当の額並びに通勤のため自動車等を使用することを常例とする職員の通勤手

当の額を改定するため提案する。

2 根拠法規

(1) 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 20 4条第 3項

(2) 地方公務員法（昭和 25年法律第 26 1号）第 24条第 5項

3 条例の概要

(1) 茅ヶ崎市職員給与条例関係

ア 通勤のため自動車等を使用することを常例とする職員であって、その使用距離

が片道 10キロメートル以上 15キロメートル未満であるものに係る通勤手当の額

を7, 3 0 0円に引き上げること等とした。 （第 17条関係）

イ 職員の期末手当の額に係る支給割合を 1. 2 7 5月分（定年前再任用短時間勤

務職員にあっては、 0. 7 2 5月分）に引き上げることとした。 （第27条関係）

ウ 職員の勤勉手当の額に係る支給割合を 1. 0 7 5月分（定年前再任用短時間勤

務職員にあっては、 0. 5 2 5月分）に引き上げることとした。 （第 30条関係）

工 職員の給料月額を約 3. 3 2パーセント引き上げることとした。 （別表第 1、

別表第 2関係）

(2) 茅ヶ崎市一般職の任期付職員の採用等に関する条例関係

ア 特定任期付職員の給料月額を約 3. 4 2パーセント引き上げることとした。 （ 

第 7条関係）

イ 特定任期付職員の期末手当の額に係る支給割合を 0. 9 7 5月分に、勤勉手当

の額に係る支給割合を 0. 9月分にそれぞれ引き上げることとした。 （第 8条関係

(3) この条例は、公布の日から施行することとし、所要の経過措置を設けることとした

゜
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茅ヶ崎市職員給与条例及び茅ヶ崎市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する

条例新旧対照表

改 正 後 改 正 ‘’ HIJ 

（茅ヶ崎市職員給与条例の一部改正）

（通勤手当） （通勤手当）

第 17条 通勤手当は、次に掲げる職員に支給する I第17条通勤手当は、次に掲げる職員に支給する

(1)略

(2)通勤のため自動車その他の交通の用具で規則

で定めるもの（以下この条において「自動車等

」という。）を使用することを常例とする職員

（自動車等を使用しなければ通勤することが著

しく困難である職員以外の職員であって自動車

等を使用しないで徒歩により通勤するものとし

た場合の通勤距離が片道2キロメートル未満で

あるもの及び次号に掲げる職員を除く。）

(3)略

(1)略

(2)通勤のため自動車その他の交通の用具で規則

で定めるもの（以下この条において「自動車等

」という。）を使用することを常例とする職員

（自動車等を使用しなければ通勤することが著

しく困難である職員以外の職員であって自動車

等を使用しないで徒歩により通勤するものとし

た場合の通勤距離が片道2キロメートル末満で

あるもの及び次号に掲げる職員を除く。）

(3)略

2 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分 2 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分

に応じ、当該各号に定める額とする。 に応じ、当該各号に定める額とする。

(1)略

(2)前項第2号に掲げる職員 次に掲げる職員の

区分に応じ、支給単位期間につき、それぞれ次

に定める額（定年前再任用短時間勤務職員のう

ち、支給単位期間当たりの通勤回数を考慮して

規則で定める職員にあっては、その額から、そ

の額に規則で定める割合を乗じて得た額を減じ

た額）

ア略

イ略

ウ 使用距離が片道 10キロメートル以上15 

キロメートル未満である職員 7, 3 0 0円

工使用距離が片道 15キロメートル以上20

キロメートル未満である職員 1 0, 4 0 0 

日

オ使用距離が片道20キロメートル以上25 

キロメートル末満である職員 13, 500 

日

力 使用距離が片道25キロメートル以上30

(1)略

(2)前項第2号に掲げる職員 次に掲げる職員の

区分に応じ、支給単位期間につき、それぞれ次

に定める額（定年前再任用短時間勤務職員のう

ち、支給単位期間当たりの通勤回数を考慮して

規則で定める職員にあっては、その額から、そ

の額に規則で定める割合を乗じて得た額を減じ

た額）

ア略

イ略

ウ 使用距離が片道 10キロメートル以上15 

キロメートル未満である職員 7, 1 0 0円

工 使用距離が片道 15キロメートル以上20

キロメートル未満である職員 10, 000 

日

才使用距離が片道20キロメートル以上25 

キロメートル末満である職員 12, 900 

旦

力 使用距離が片道25キロメートル以上30
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キロメートル未満である職員 1 6, 6 0 0 

旦

キ使用距離が片道30キロメートル以上35

キロメートル未満である職員 1 9, 7 0 0 

，旦

ク 使用距離が片道35キロメートル以上40

キロメートル未満である職員 2 2, 8 0 0 

旦

ケ使用距離が片道40キロメートル以上45

キロメートル未満である職員 2 5, 9 0 0 

旦

コ 使用距離が片道45キロメートル以上50

キロメートル未満である職員 2 9, 1 0 0 

旦

サ使用距離が片道50キロメートル以上55 

キロメートル未満である職員 3 2, 3 0 0 

旦

シ使用距離が片道55キロメートル以上60

キロメートル未満である職員 3 5, 5 0 0 

巴

ス 使用距離が片道60キロメートル以上であ

る職員 3 8, 7 0 0円

(3)略

3 

i 略

6 

（期末手当）

第27条略

3 

'キロメートル未満である職員 1 5, 8 0 0 

目

キ使用距離が片道30キロメートル以上35

キロメートル未満である職員 18, 70 0 

旦

ク 使用距離が片道35キロメートル以上40

キロメートル未満である職員 21, 6 0 0 

旦

ケ使用距離が片道40キロメートル以上45

キロメートル未満である職員 2 4, 4 0 0 

巴

コ 使用距離が片道45キロメートル以上50

キロメートル未満である職員 2 6, 2 00 

旦

サ使用距離が片道50キロメートル以上55

キロメートル未満である職員 2 8, 000 

旦

シ使用距離が片道55キロメートル以上60

キロメートル未満である職員 2 9, 8 0 0 

旦

ス 使用距離が片道60キロメートル以上であ

る職員 31, 6 0 0円

(3)略

i 略

6 

（期末手当）

第27条略

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に100分の 12 期末手当の額は、期末手当基礎額に 10 0分の

1 2 7. 5を乗じて得た額に、基準日以前6箇月

以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗

じて得た額とする。

(1) 6箇月 100分の100

(2) 5箇月以上6箇月未満 100分の80

1 2 5 を乗じて得た額に、基準日以前6箇月

以内の期間におけるその者の在職期間の次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗

じて得た額とする。

(1) 6箇月 100分の100

(2) 5箇月以上6箇月未満 100分の80

(3) 3箇月以上5箇月未満 100分の6o I (3) 3箇月以上5箇月未満 100分の60
(4) 3箇月未満 100分の3o I ・ C4) 3箇月未満 100分の30

3 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規 3 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規

定の適用については、同項中「100分の 12 7 定の適用については、同項中「100分の 12 5 
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ユ」とあるのは「10 0分の72. 5」とする I--」とあるのは「10 0分の70 」とする

4
 
略

，
 
（勤勉手当）

4 

i 略
， 
（勤勉手当）

第30条略 第30条略

2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定 2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定

める割合を乗じて得た額とする。この場合におい

て、勤勉手当の額の次の各号に掲げる職員の区分

ごとの総額は、それぞれ当該各号に掲げる額を超

えてはならない。

(1)前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職

員以外の職員 当該職員の勤勉手当基礎額に1..

00分の10 7. 5を乗じて得た額の総額

(2)前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職

員 当該定年前再任用短時間勤務職員の勤勉手

当基礎額に 10 0分の52. 5を乗じて得た額

の総額

3 

！略

6 

める割合を乗じて得た額とする。この場合におい

て、勤勉手当の額の次の各号に掲げる職員の区分

ごとの総額は、それぞれ当該各号に掲げる額を超

えてはならない。

(1)前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職

員以外の職員 当該職員の勤勉手当基礎額に上

00分の105 を乗じて得た額の総額

(2)前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職

員 当該定年前再任用短時間勤務職員の勤勉手

当基礎額に10 0分の50 を乗じて得た額

の総額

3 

！略

6 

別表第1 （第5条関係） 別表第1 （第5条関係）

1 行政職給料表(1) 上行政職給料表(1)

I略 I 

｀ 備翌整 備整

2 行政職絵杜表(2) 旦行政職給料表(2)

I整 | 

｀ 備整 備竪

別表第2 （第5条関係） 別表第2 （第5条関係）

層 | 

｀ 備竺竪 備整

（茅ヶ崎市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正）

（給与に関する特例） （給与に関する特例）

第7条第2条第1項の規定により任期を定めて採第7条第2条第1項の規定により任期を定めて採

用された職員（以下「特定任期付職員」という。

）には、次の給料表を適用する。

用された職員（以下「特定任期付職員」という。

）には、次の給料表を適用する。
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． 略
略＿
．

．

 

2
 

2
 

略 略

4 

（茅ヶ崎市職員給与条例の適用除外等）

第8条略

4
 
（茅ヶ崎市職員給与条例の適用除外等）

第8条略

2 特定任期付職員に対する茅ヶ崎市職員給与条例 I2 特定任期付職員に対する茅ヶ崎市職員給与条例
第26条第1項、第27条第2項、第30条第2

項第1号及び第31条第1項の規定の適用につい

ては、同条例第26条第1項中「管理監督職員」

とあるのは「管理監督職員及び茅ヶ崎市一般職の

任期付職員の採用等に関する条例（平成21年茅

ヶ崎市条例第4号。以下「任期付職員条例」とい

う。）第2条第1項の規定により任期を定めて採

用された職員（第31条第1項において「管理監

督職員等」という。）」と、同条例第27条第2

項中「10 0分の12 7. 5」とあるのは「上旦

0分の97. 5」と、同条例第30条第2項第1

号中「10 0分の 10 7. 5」とあるのは「上旦

0分の90 」と、同条例第31条第1項中「

管理監督職員」とあるのは「管理監督職員等」と

する。

第26条第1項、第27条第2項、第30条第2

項第1号及び第31条第1項の規定の適用につい

ては、同条例第26条第1項中「管理監督職員」

とあるのは「管理監督職員及び茅ヶ崎市一般職の

任期付職員の採用等に関する条例（平成21年茅

ヶ崎市条例第4号。以下「任期付職員条例」とい

う。）第2条第1項の規定により任期を定めて採

用された職員（第31条第1項において「管理監

督職員等」という。）」と、同条例第27条第2

項中「10 0分の 12 5 」とあるのは「上旦

0分の95 」と、同条例第30条第2項第1

号中「10 0分の 10 5 」とあるのは「上旦

0分の87. 5」と、同条例第31条第1項中「

管理監督職員」とあるのは「管理監督職員等」と

する。
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茅ヶ崎市職員給与条例及び茅ヶ崎市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改

正する条例参照条文

0地方自治法

第二百四条 普通地方公共団体は 普通地方公共団体の長及びその補助機関たる常勤の職員、委員会の

常勤の委員（教育委員会にあっては、教育長）、常勤の監査委 、議会の事務局長又は書記長、書記

その他の常勤の職 、委 会の事務局 若しくは書記長、委員の事務局長又は委員会若しくは委員の

事務を補助する 記その他の常勤の職 その他普通地方公共団体の常勤の職員並びに短時間勤務職員

及び地方公務員法第二十二条のニ ー項第二号に げる職員に対し、給料及び旅費を支給しなければ

ならない。

盈普通地方公共団体は、条例で 前項の者に対し、扶養手当、地域手当、住居手当、 壬給三整手当

、通勤手当、単身赴任手当、在宅勤務等手当、特殊勤務手当、特地勤務手当（これに準ずる手当を＾

む ）、へき地手当（これに準ずる手当を含む。）、時間外勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤

務手当、夜間勤務手当、休日勤務手当、管理職手当、期末手当、 勉手当 寒冷地手当 任，，付研究

員業茫手当、義務教育等教特別手当、定時制通信教育手当、産業教育手当、農林漁業普及指導手当

、災害派遣手当（武力攻撃災 等派遣手当及び特定新型インフルエンザ等対策派遣手当を含む ）又

は退職手当を支給することができる。＿

⑱ 給料、手当及び旅費の額並びにその支給方法は、条例でこれを定めなければならない。

0地方公務員法

（会計年度任用職員の採用の方法等）

第二十二条の二 次に掲げる職員（以下この条において「会計年度 用職員 という。）の採用は

、 十七条のニ ー項及び第二項の規定にかかわらず、競争試験又は選考によるものとする。

ー ー会計年度を超えない範囲内で置かれる非常勤の職（第二十二条の四第一項に規定する短時

・間勤務の職を除く。） （次号において「会計年度任用の職」という。）を占める職員であって

、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通

常の勤務時間に比し短い時間であるもの

二会計年度任用の職を占める職 であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を

要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間と同一の時間であるもの

2 会計年度任用職員の任期は、その採用の日から同日の属する会計年度の末日までの期間の範囲

内で任命権者が定める。

3 任命権者は、前二項の規定により会計年度任用職員を採用する場合には、当該会計年度任用職

員にその任期を明示しなければならない。

4 任命権者は、会計年度任用職員の任期が第二項に規定する期間に満たない場合には、当該会計

年度任用職員の勤務実績を考慮した上で、当該期間の範囲内において、その任期を更新すること

ができる。

5 第三項の規定は、前項の規定により任期を更新する場合について準用する。

6 任命権者は、会計年度任用職員の採用又は任期の更新に当たっては、職務の遂行に必要かつ十

分な任期を定めるものとし、必要以上に短い任期を定めることにより、採用又は任期の更新を反

復して行うことのないよう配慮しなければならない。

7 会計年度任用職員に対する前条の規定の適用については、同条中「六月」とあるのは、 「一月

」とする。

（給与、勤務時間その他の勤務条件の根本基準）

第二十四条 職員の給与は、その職務と責任に応ずるものでなければならない。

2 職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与その他

の事情を考慮して定められなければならない。

3 職員は、他の職員の職を兼ねる場合においても、これに対して給与を受けてはならない。

4 職員の勤務時間その他職員の給与以外の勤務条件を定めるに当つては、国及び他の地方公共団体の
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職員との間に権衡を失しないように適当な考慮が払われなければならない。

旦職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める

0茅ヶ崎市職員給与条例

（趣旨）

第 1条 この条例は、別に条例で定めるものを除き、地方公務-法（昭和 25年法律第 26 1号）

第24条第5項の規定に基づき、職員（同法第 22条の 2 1項 1号に掲げる職 を除く。以

下同じ ）の給与に関し必要な事項を定めるものとする。

（給料表）

璽旦粂給料表の種類は、次に掲げるとおりとし、各給料表の適用 囲は、それぞれ当該｀料表に定め

るところによる。

旦L行政職給料表（別表第 1)
ヱ行政職給料表(1)

4 行政職給料表(2)
盈医療職給料表（別表第2)
2 前項の給料表（以下単に「給料表」という。）は、第33条に規定する職員以外の全ての職員に適

用するものとする。

0茅ヶ崎市一般職の任期付職員の採用等に関する条例

（職員の任期を定めた採用）

箆麟任命権者は、高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者をその者が有する当該高度の

専門的な知識経験又は優れた識見を一定の期間活用して遂行することが特に必要とされる業務に従

事させる場合には、職員を選考により任期を定めて採用することができる。

2 任命権者は、前項の規定によるほか、専門的な知識経験を有する者を当該専門的な知識経験が必要

とされる業務に従事させる場合において、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときであっ

て、当該者を当該業務に期間を限って従事させることが公務の能率的運営を確保するために必要で

あるときは、職員を選考により任期を定めて採用することができる。

(1) 当該専門的な知識経験を有する職員の育成に相当の期間を要するため、当該専門的な知識経験が

必要とされる業務に従事させることが適任と認められる職員を部内で確保することが一定の期間

困難である場合

(2) 当該専門的な知識経験が急速に進歩する技術に係るものであることその他当該専門的な知識経験

の性質上、当該専門的な知識経験が必要とされる業務に当該者が有する当該専門的な知識経験を

有効に活用することができる期間が一定の期間に限られる場合

(3) 当該専門的な知識経験を有する職員を一定の期間他の業務に従事させる必要があるため、当該専

門的な知識経験が必要とされる業務に従事させることが適任と認められる職員を部内で確保する

ことが一定の期間困難である場合

(4) 当該業務が公務外における実務の経験を通じて得られる最新の専門的な知識経験を必要とするも

のであることにより、当該業務に当該者が有する当該専門的な知識経験を有効に活用することが

できる期間が一定の期間に限られる場合
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茅ヶ崎市職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則に

ついて

1 提案の理由

茅ヶ崎市職員給与条例の改正に伴い、勤勉手当の成績率を引き上げるため提案する。

2 根拠法規

茅ヶ崎市職員給与条例（昭和 26年茅ヶ崎市条例第74号）第 30条第2項

3 規則の概要

(1)職員の勤勉手当の額に係る成績率の上限を 10 0分の 32 2. 5 （定年前再任用短

時間勤務職員にあっては、 10 0分の 15 7. 5) に引き上げることとした。 （第2

2条関係）

(2) この規則は、公布の日から施行することとした。
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茅ヶ崎市職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則新旧対照表

改 正 後 改 正 ij 
i
H
 

（勤勉手当の成績率） （勤勉手当の成績率）

第22条成績率は、次の各号に掲げる職員の区分 I第22条成績率は、次の各号に掲げる職員の区分

に応じ、当該各号に定める割合の範囲内において

、任命権者が定めるものとする。

(1)定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 1 

00分の32 2. 5 

(2)定年前再任用短時間勤務職員 1 0 0分の 1

5 7。 5

に応じ、当該各号に定める割合の範囲内において

、任命権者が定めるものとする。

(1)定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 1 

0 _Q_位の31 5 

(2)定年前再任用短時間勤務職員 1 0 0分の 1

50 
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I 議案第 131号 1 
茅ヶ崎市会計年度任用職員の報酬等に関する条例の一部を改正する条例につ

いて

1 提案の理由

短時間勤務会計年度任用職員の通勤に係る費用弁償について、会計年度の初日におけ

る茅ヶ崎市職員給与条例の規定の例によることとするため提案する。

2 根拠法規

(1) 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 20 3条の 2第5項

(2) 地方公務員法（昭和 25年法律第 26 1号）第 24条第 5項

3 条例の概要

(1)短時間勤務会計年度任用職員の通勤に係る費用は、当該短時間勤務会計年度任用職

員が採用された日の属する会計年度の初日において施行されている茅ヶ崎市職員給与

条例（昭和 26年茅ヶ崎市条例第 74号）第 17条の規定の例により弁償することと

した。 （第 14条関係）

(2) この条例は、公布の日から施行することとした。
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茅ヶ崎市会計年度任用職員の報酬等に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表

改 正 後 改 正 前

（通勤に係る費用弁償） | （通勤に係る費用繹）
第14条通勤のため交通機関又は有料の道路を利 I第14条 通勤のため交通機関又は有料の道路を利
用してその運賃又は料金を負担することを常例と

する会計年度任用職員及び通勤のため自動車その

他の交通の用具で規則で定めるものを使用するこ

とを常例とする会計年度任用職員には、当該会計

年度任用職員が採用された日の属する会計年度の

初日において施行されている給与条例第17条の

規定の例により通勤に係る費用を弁償する。この

場合において、同条第2項第2号中「支給単位期

間につき、それぞれ次に定める額（定年前再任用

短時間勤務職員のうち、支給単位期間当たりの通

勤回数を考慮して規則で定める職員にあっては、

その額から、その額に規則で定める割合を乗じて

得た額を減じた額）」とあるのは、 「茅ヶ崎市会

計年度任用職員の報酬等に関する条例（令和元年

茅ヶ崎市条例第26号）第3条第3項又は第4項

に規定する会計年度任用職員にあっては、一の通

勤につきそれぞれ次に定める額を21で除して得

た額（その額に 10円未満の端数があるときは、

その端数の額を 10円に切り上げた額）」と、同

条第3項中「支給単位期間に係る最初の月の規則

で定める日」とあるのは、 「規則で定める日」と

読み替えるものとする。

用してその運賃又は料金を負担することを常例と

する会計年度任用職員及び通勤のため自動車その

他の交通の用具で規則で定めるものを使用するこ

とを常例とする会計年度任用職員には、

給与条例第17条の

規定の例により通勤に係る費用を弁償する。この

場合において、同条第2項第2号中「支給単位期

間につき、それぞれ次に定める額（定年前再任用

短時間勤務職員のうち、支給単位期間当たりの通

勤回数を考慮して規則で定める職員にあっては、

その額から、その額に規則で定める割合を乗じて

得た額を減じた額）」とあるのは、 「茅ヶ崎市会

計年度任用職員の報酬等に関する条例（令和元年

茅ヶ崎市条例第26号）第3条第3項又は第4項

に規定する会計年度任用職員にあっては、一の通

勤につきそれぞれ次に定める額を21で除して得

た額（その額に10円未満の端数があるときは、

その端数の額を 10円に切り上げた額）」と、同

条第3項中「支給単位期間に係る最初の月の規則

で定める日」とあるのは、 「規則で定める日」と

読み替えるものとする。
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茅ヶ崎市会計年度任用職員の報酬等に関する条例の一部を改正する条例参照条文

0地方自治法

第二百三条の二 普通地方公共団体は、その委員会の非常勤の委員、非常勤の監査委員、自治紛争

処理委員、審査会、審議会及び調査会等の委員その他の構成員、専門委員、監査専門委員、投票

管理者、開票管理者、選挙長、投票立会人、開票立会人及び選挙立会人その他普通地方公共団体

の非常勤の職員（短時間勤務職員及び地方公務員法第二十二条の二第一項第二号に掲げる職員を

除く。）に対し、報酬を支給しなければならない。

② 前項の者に対する報酬は、その勤務日数に応じてこれを支給する。ただし、条例で特別の定め

をした場合は、この限りでない。

③ 第一項の者は、職務を行うため要する費用の弁償を受けることができる。

④ 普通地方公共団体は、条例で、第一項の者のうち地方公務員法第二十二条の二第一項第一号に

掲げる職員に対し、期末手当又は勤勉手当を支給することができる。

虚報酬、 用弁償、ノ末手当及び勤勉手当の額並びにその支給方法は 条例でこれを定めなけれ

ばならない。

0地方公務員法

（会計年度任用職員の採用の方法等）

第二十二条の二 次に掲げる職 （以下この条において「会計年度任用職員」という。）の採用は

、第十七条の二第一項及び第二項の規定にかかわらず、競争試験又は選考によるものとする。

ニー会計年度を超えない 囲内で置かれる非常勤の職 二十二条の四 一項に規定する短時

間勤務の職を除く。） （次号において「会計年度用の職 という。）を占める職 であって

、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職 の一週間当たりの通

常の勤務時間に比し短い時間であるもの

二 会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を

要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間と同一の時間であるもの

2 会計年度任用職員の任期は、その採用の日から同日の属する会計年度の末日までの期間の範囲

内で任命権者が定める。

3 任命権者は、前二項の規定により会計年度任用職員を採用する場合には、当該会計年度任用職

員にその任期を明示しなければならない。

4 任命権者は、会計年度任用職員の任期が第二項に規定する期間に満たない場合には、当該会計

年度任用職員の勤務実績を考慮した上で、当該期間の範囲内において、その任期を更新すること

ができる。

5 第三項の規定は、前項の規定により任期を更新する場合について準用する。

6 任命権者は、会計年度任用職員の採用又は任期の更新に当たっては、職務の遂行に必要かつ十

分な任期を定めるものとし、必要以上に短い任期を定めることにより、採用又は任期の更新を反

復して行うことのないよう配慮しなければならない。

7 会計年度任用職員に対する前条の規定の適用については、同条中「六月」とあるのは、 「一月

」とする。

（給与、勤務時間その他の勤務条件の根本基準）

第二十四条 職員の給与は、その職務と責任に応ずるものでなければならない。

2 職員の給与は、生計費並びに国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与そ

の他の事情を考慮して定められなければならない。

3 職員は、他の職員の職を兼ねる場合においても、これに対して給与を受けてはならない。

4 職員の勤務時間その他職員の給与以外の勤務条件を定めるに当つては、国及び他の地方公共団

体の職員との間に権衡を失しないように適当な考慮が払われなければならない。

豆職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。
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0茅ヶ崎市職員給与条例（茅ヶ崎市職員給与条例及び茅ヶ崎市一般職の任期付職員の

採用等に関する条例の一部を改正する条例（令和 7年茅ヶ崎市条例第 号）第 1

条の規定による改正前のもの）

（通勤手当）

第17条 通勤手当は、次に掲げる職員に支給する。

旦L通勤のため交通機関又は有料の道路（以下この項及び次項において「交通機関等 という。
）を利用してその運賃又ば斗金（以下この項及び次項において「運賃等」という。）を負担す

ることを常例とする職 （交通機関等を利用しなければ通勤することが著しく困難である職員

以外の職員であって交通機関等を利用しないで定歩により通勤するものとした場合の通勤距離

が片道2キロメートル未満であるもの及び 3号に掲げる職員を除く。）

盈通勤のため自動車その他の交通の用具で規則で定めるもの（以下この条において「自動車等

という。）を使用することを常例とする職 （自動車等を使用しなければ通勤することが著

しく困難である職員以外の職員であって自動車等を使用しないで徒歩により通 するものとし

た場合の通勤距離が片道 2キロメートル未満であるもの及び次号に掲げる職員を除く。）

卑通勤のため交通 関等を利用してその運賃等を 担し、かつ、自動車等を使用することを常

例とする職員（交通機関等を J用し、又は自動車等を使用しなければ通勤することが著しく困
難である職 以外の職員であって、交通機関等を利用せず かつ、自動車等を使用しないでノ

歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道 2キロメートル未満であるものを除く。）

旦通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額とする。

旦L前項第 1号に掲げる職員 支給単位期間につき、規則で定めるところにより算出した当該職
員の支給単位期間の通勤に要する運賃等の額に相当する額

盈前項第2号に掲げる職員 次に掲げる職員の区分に応じ、支給単位期間につき、それぞれ次

に定める額（定年前再 用短時間勤務職員のうち、支給単立期間当たりの通勤回数を考慮して

規則で定める職 にあっては、その額から、その額に規則で定める割合を乗じて得た額を減じ

た額）

工 自動車等の使用距離（以下この号において「使用距離」という。）が片道5キロメートル
未満である職員 2, 0 0 0円

土使用距離が片道 5キロメートル以上 10キロメートル未満である職員 4, 2 0 0円

立使用距離が片道 10キロメートル以上 15キロメートル未満である職員 7, 1 0 0円

王使用距離が片道 15キロメートル以上 20キロメートル未満である職員 1 0, 0 0 0円

主使用距離が片道 20キロメートル以上25キロメートル未満である職員 1 2, 9 0 0円

立使用距 が片道 25キロメートル以上 30キロメートル未満である職員 1 5, 8 0 0円

主使用 が片道 30キロメートル以上 35キロメートル未満である職 1 8, 7 0 0円

之使用距離が片道 35キロメートル以上40キロメートル未満である職員 21, 6 0 0円

乞使用距 が片道40キロメートル以上45キロメートル未満である職員 2 4, 4 0 0円

三使用距離が片道45キロメートル以上50キロメートル未満である職員 2 6, 2 0 0円

土使用距離が片道 50キロメートル以上55キロメートル未満である職員 2 8, 0 0 0円

之使用距離が片道 55キロメートル以上 60キロメートル未満である職員 2 9, 8 0 0円

三使用距離が片道 60キロメートル以上である職員 31, 6 0 0円

堡前項第3号に掲げる職 交通機関等を利用せず、かつ、自動車等を使用しないで／走歩によ

り通勤するものとした場合の通勤距離、交通機関等の利用距離、自動車等の使用距離等の事情

を考慮して規則で定める区分に応じ、前2号に定める額、第 1号に定める額又は前号に定める

堕
旦通勤手当は、支給単立期間に係る最初の月の規則で定める日に支給する。

4 通勤手当を支給される職 につき、離職その他の規則で定める事由が生じた場合こは、当該職

員に、支給単位期間のうちこれらの事由が生じた後の期間を考慮して規則で定める額を返納させ

るものとする。

旦 この条において「支給単立期間 とは、通勤手当の支給の単位となる期間として 6箇月を超え
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ない 囲内で1箇月を単立として規則で定める期間（自動車等に係る通勤手当にあっては、 1箇
月）をいう。

旦前各項に規定するもののほか、通勤の実情の変更にイ‘う支給額の改定その他通勤手当の支給及

び返納に関し必要な事項は、規則で定める。
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